
糸島市空家等対策計画（案）に対するパブリックコメント（意見）とその対応について

１．パブリックコメントの実施概要

　（1）意見等募集期間 令和8年2月13日（金 曜日）～令和8年3月16日（月曜日）

　（2）計画（案）の公表場所 糸島市立各コミュニティセンター、糸島市役所情報公開コーナー（市役所1階）、糸島市危機管理課（糸島市役所４階　３番窓口）

　（3）意見等提出先 公表場所に設置した提出箱へ投函、糸島市危機管理課に持参、郵送、 FAX 、メール

　（4）意見等提出状況 提出者数　２名、意見数　５件

２．提出された意見等に対する考え方

　　たくさんの貴重なご意見ありがとうございました。いただいたご意見等に対する考え方や対応につきましては、次のとおりとさせていただきます。

通番 該当ページ 該当箇所・関連箇所 意見等 意見等に対応する考え方・対応
計画案修正

の有無

1 Ｐ14 第４章　空家等対策の具体的な取り組み

３．空家等及び跡地の活用の促進

（２）利活用可能な空家等及び跡地の情

報提供等によるマッチングの強化

空き家の利活用促進においては、単に空き家バンク等への登録件数を増やすだけでなく、流通可能性・改

修必要性・法的制約・概算事業収支を事前に整理したうえでのマッチングが重要と考えます。

計画案でも、所有者の困りごととして「売れるか不明」「どこの業者が良いかわからない」「改修が必要

か不明」「資金不足」等が挙げられており、ここに対する具体策が成果を左右します。

ついては、空き家バンク等への登録前又は初期段階で、以下のような簡易診断シートの導入を提案しま

す。

接道、再建築可否、用途地域、法令制限の確認

建物状態と改修レベルの概算判定

売却・賃貸・解体・保有継続の方向性整理

補助金活用可否の整理

所有者にとっての概算手取り・概算費用の見える化

これにより、所有者の意思決定が進み、相談から成約・活用までの歩留まり向上が期待できます。特に糸

島市では、外観目視ベースで約7割が現状又は軽微修繕で利活用可能とされており、初期診断の質の向上が

利活用件数の増加に直結すると考えます。

糸島市では、相談時に「採点表」を用いた空家の状態判定を行い、その結果を踏まえて所有者へ

の助言を実施しております。

ご提案の趣旨は、これらの取組に加え、利活用の初期段階において、流通可能性、改修の要否、

法的制約、概算収支等を整理し、所有者の意思決定をより的確に支援する仕組みの導入にあるも

のと認識しております。

空家等は所有者の資産であり、利活用の意向もさまざまです。そのため、利活用を前提とした診

断を一律に実施し、簡易診断シートを導入することについては、費用対効果や実施体制の観点か

ら慎重な検討が必要だと考えます。

いただいたご提案につきましては、個別相談における対応の充実や、司法書士・不動産事業者等

の関係機関との連携強化を図る中で、所有者への情報提供の充実及び意思決定支援の向上に資す

るものとして、今後の施策検討の参考とさせていただきます。

無

2 Ｐ14,P21 第４章　空家等対策の具体的な取り組み

２．空家等の適切な管理の促進

（２）相談体制の整備等

及び

第６章　空家等対策の実施体制

２．関係機関等との連携

ワンストップ相談窓口の設置方針には賛成です。あわせて、相談窓口の実効性を高めるため、相談の入口

だけでなく、出口まで伴走する案件管理型の体制を明記していただきたいと考えます。計画案では、コ

ミュニティ推進課によるワンストップ受付、関係団体との連携、空家等管理活用支援法人の指定検討が示

されています。

具体的には、相談案件を次のように類型化し、担当専門家を組み合わせる仕組みが有効です。

売却型：不動産事業者、不動産鑑定士、司法書士

賃貸・事業活用型：不動産事業者、建築士、必要に応じ行政書士

解体型：解体事業者、税務相談、必要に応じ司法書士

相続・所有者不明型：司法書士、弁護士、土地家屋調査士

また、空家等管理活用支援法人を検討するのであれば、公平性・専門性・地域密着性・実績・事業者への

開放性を要件として明確化し、特定事業者への偏りが生じない仕組みを設けることが望ましいと考えま

す。

相談は受けたが次の行動に進まない、という停滞を防ぐため、相談後の進捗管理と定期フォローまで含め

た制度設計を提案します。

コミュニティ推進課においてワンストップで相談を受け付けた後は、空家等の状態を確認し、

「活用促進」と「適正管理」に区分のうえ、関係機関と連携しながら対応しております。

相談受付後は、相談者が専門家につながる環境を整えることが行政の役割であり、その後の個別

案件ごとの進捗を都度追跡することは、費用対効果の観点から慎重な検討が必要です。

相談者が困った際には再度相談に来ることを想定しており、利活用の成果は、定期的な空き家実

態調査により把握しています。

このため、案件管理型の体制については、現時点で明記せず、所有者が専門家につながりやすい

環境づくりや関係団体との連携の充実に努めてまいります。

ご提案の専門家の組み合わせによる対応や、相談から解決まで伴走する体制の強化については、

今後の施策推進において参考とさせていただきます。

あわせて、空家等管理活用支援法人の検討にあたっては、公平性、専門性、地域密着性、実績及

び開放性といった観点を踏まえ、特定の事業者に偏ることのないよう配慮しながら、実効性のあ

る制度設計に努めてまいります。

無



通番 該当ページ 該当箇所・関連箇所 意見等 意見等に対応する考え方・対応
計画案修正

の有無

3 Ｐ15 第４章　空家等対策の具体的な取り組み

４．空家にならないための取組の促進

管理不全空家等・特定空家等への対応方針は妥当ですが、所有者が対応を先送りする大きな要因の一つ

は、解体後の固定資産税負担や解体費用、補助制度の理解不足にあります。計画案でも、解体したい人の

困りごととして「補助金があるかわからない」「税金がどのくらい上がるかわからない」「資金不足」等

が示されています。

そのため、指導・勧告の前後だけでなく、予防段階から以下の情報提供を強化することを提案します。

解体前後の固定資産税等の考え方を示した簡易説明資料

補助金の対象要件・上限額・申請時期を一覧化した資料

売却、賃貸、解体、保有継続の比較例

相続発生前からの「わが家の未来ノート」と連動した早期相談の案内

とくに、予防啓発と税・補助・活用の情報を一体で伝えることで、危険化してから対応するのではなく、

早い段階で市場流通または適切な除却へ移行する流れを作りやすくなると考えます。

ご指摘のとおり、解体費用や解体後の固定資産税負担、補助制度に対する理解不足が、所有者の

対応の遅れにつながる要因の一つであると認識しております。

本市では、指導・勧告の段階に限らず、予防的な観点からの情報提供にも取り組んでおります。

固定資産税額につきましては、個別の条件により算定されるため、通知時点で将来の税額をあら

かじめお示しすることは困難ではございますが、制度の概要や考え方については引き続き分かり

やすい情報提供に努めてまいります。

また、補助制度の一覧化や利活用手法の比較、早期相談の促進につきましては、所有者の意思決

定を支援する有効な手法であると考えられることから、今後の施策検討の参考とさせていただき

ます。

無

4 P15 第４章　空家等対策の具体的な取り組み

３．空家等及び跡地の活用の促進

（４）地域の応じた柔軟な対応の検討

地域に応じた柔軟な対応として、菜園等の転換外いくつか例示してありますが、その中に「公園」を加えた

ら良いと思います。

私の家の前にはブランコと砂場があり、ボール遊びもできる公園（曽根第１公園358㎡）があり、休日や放

課後は少し離れたところの子供達も来て、暗くなるまで本当に楽しそうに遊んでいます。子供達にとって

は大きなコミュニケーションの場になっていると思います。できれば滑り台や鉄棒もあれば年齢に合わせ

た遊びができますので、空家１件ではなく近くの遊休地も併せて検討をお願いいたします。

親も子供も前原にいてよかったと思われる町になってもらいたいと思います。

地域の実情やニーズに応じた利活用の一例として、菜園、シェアハウス、農産物加工所、地域の

駐車場などを挙げていますが、これは建物の活用や敷地の一部活用（菜園や駐車場など）を優先

的に例示しています。

ご提案のありました公園については、重要な役割を持つものと認識しております。しかしなが

ら、空家等は個人の所有物であることが多いため、公共施設としての公園の設置は実現が難しい

と考えます。

本計画では、例示はあくまで活用方法の一例であり、用途を限定するものではないことから、例

示として公園を追加することは行わないこととします。

ご意見にありました遊休地の活用については、地域課題の一つとして認識しておりますが、遊休

地は定義の範囲が広く、本計画では空家等及びその跡地の活用を対象としていることから、記載

は行わないこととします。

いただいたご意見は、今後のまちづくりに関する施策検討の際の参考とさせていただきます。

無

5 P17 第５章　管理不全空家等及び特手空家等

に対する措置等

１．管理不全空家等に対する措置等

（２）管理不全空家等の所有者等への勧

告

固定資産税の住宅用地特例の適用対象から除外される旨の通知に、現在の固定資産税額と対象から除外さ

れたときの固定資産税額を参考に示していたら判断が容易になると思います。

固定資産税額につきましては、個別の条件により算定されるため、通知時点で将来の税額をあら

かじめお示しすることは困難でございます。

一方で、ご指摘のとおり税負担の見通しは所有者の判断にとって重要であることから、制度の概

要や考え方については情報提供を行うとともに、具体的な税額については個別にご相談いただけ

るよう、案内の充実に努めてまいります。

無


